
 
 

奈良県立王寺工業高等学校 中期計画 
対象期間 令和４年 4 月～令和 7 年 3 月 

本校の使命（スクールミッション） 工学的な知識・技術を活用し、グローバルな視点を持ちながら地域コミュニティを支えるグ
ローカルな人材の育成 

教
育
方
針 

           

（
ス
ク
ー
ル
ポ
リ
シ
ー
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入学者の受け入れに関
する方針（アドミッショ
ン・ポリシー） 

本校では、以下のような生徒を積極的に受け入れます。 
１．｢ものづくり｣に興味・関心があり、技術等の習得に前向きに取り組む生徒 
２．規律を守り、意欲的に高校生活を送りたいと強く思っている生徒 
３．チャレンジ精神旺盛で、協調性を持って目標に挑戦する生徒 
４．専門知識と技能を習得し、資格取得や検定合格に取り組む生徒 

教育課程の編成及び
実施に関する方針（カ
リキュラム・ポリシー） 

・人権尊重の精神に徹し、正しい生き方の自覚を深め、社会連帯の精神を養うとともに、人間性豊か
な生徒の育成に努めます。 

・基礎学力の定着を図り、専門的な知識と技術を習得させるとともに、創造的な知性・技能を育てま
す。 

・正しい判断力と強い意志力、たくましい心身を育てるとともに、自律的な生活態度を養います。 
・体験的な学習や実践を通して、正しい職業観や勤労観を身につけさせるとともに、自信と意欲をも

たせます。 
本校では上記の教育方針の下、その実現に向けた以下のような教育を行います。 
１．生きる力の基礎、心身ともに豊かな人間性を育成する普通教科と、社会形成能力を育成する専門

教科を実践します。 
２．普通教科を中心とした基礎学力の定着から、工業（特に機械、電気、情報）に関する専門教科を

座学や実技を通して協働的・実践的・体験的に学ぶ教育を実践します。 
３．グローバルに活躍できる技術者としてのコミュニケーション・プレゼンテーション能力の向上を図り

人間力を養成するための教育を実践します。 
４．課題対応能力を育成するため、学校設定科目・課題研究では、協働型・問題解決型・探究型学習

を実践します。 
５．グローカルな人材を育成するため、地域や産業界との連携を図り、就業体験学習等を通してキャリ
ア教育を実践します。 

育成を目指す資質・能
力に関する方針（グラ
デュエーション・ポリシ
ー） 

本校では、卒業までに以下の資質・能力の育成を目指します。 
１．主体的に社会を生き抜くために必要な、自ら行動する力・考える力 
２．真理の探究に向け、自ら学び、協働的に粘り強く挑戦する力 
３．専門知識技能、ものづくり力を身につけ、コミュニティ（特に工業分野）に貢献できる力 

    
テーマ 学校教育活動に関する目標 令和 6 年度末目標値等 
1. こころと身体を子どもの成長
に合わせてはぐくむ 
 

・健康教育の充実 ・教育相談（カウンセリング等）の満足度を高める 
・食育の推進 ・朝食摂取率９０％以上 
・体力の向上と運動習慣の

定着 
・体育実技授業への積極的な参加を促すとともに、必要な支援を施
す。 
・新体力テスト平均Ｔスコア５０．０以上 
・学校行事や体育授業を通して、運動習慣の定着を目指す 

2. 学ぶ力、考える力、探究する
力をはぐくむ 
 

・主体的・対話的で深い学
びの実現 

・探究系科目における授業アンケート（授業満足度 70％以上） 

・教職員の資質向上 深い学びの実現に関する教員研修回数（年４回） 
・ＩＣＴを活用した教育の推

進 
普通科を含めたすべての授業アンケート（「ICT を適切に使用して
いる」70％以上が科目数の半数を超える） 

・安全安心な教育環境の
整備 

科目実習や課題研究の授業アンケート（「安心、安全な教育環境を
実現している」70％以上） 

3. 働く意欲と働く力をはぐくむ ・キャリア教育・職業教育の
推進 

・インターンシップの実施（参加者９５％以上） 
・卒業生による進路講演会の実施（企業１２社以上、進学先２校以
上） 

・社会に役立つ実学教育の
推進 

・進路講演会の実施各学年１回以上 
・基礎力診断テストの実施（１学年２回、２学年２回、３学年は SPI） 

4. 地域と協働して活躍する人を
育てる 
 

・地域との連携・協働推進 
 

・高大連携 

・学校運営協議会を活用し、地域の意見や期待を踏まえ学校運営
を行う 
・進学希望者に対するアカデミックインターンシップを実施 

・地域社会に貢献する人材
の育成 

・王工版デュアルシステムの実施（参加学年・クラスの１０％程度） 
・県内企業に就職したいと考える生徒数の割合 35 ％→40％以上 

・グローバル人材の育成 ・英語検定の合格者数を現状の 1.5 倍を目指す 
5. 地域で個性が輝く環境と仕組
みをつくる 
 

・いじめ・不登校等への対
策 

・アンケートや面談をとおして、早期発見につとめる 

・特別支援教育の推進 ・特別支援委員会で認定した生徒への必要な支援を行う。 
・多文化共生教育の推進

(外国人児童生徒等への
対応) 

・三年間の人権教育計画に沿った HR の実施率９０％以上 

・学校教育における人権教
育の推進 

・「人権を確かめ合う日」アピール文を年７回発行して全生徒と職
員に啓発する 

 


